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1 企業が海外に直接投資をする理由として、ハイマーの競争優位性理論では企業の所有優位性を、ダニング
の折衷理論では所有特殊性的優位、立地特殊性的優位、内部化インセンティブの 3 つを強調している（吉原, 
2002）。 
2 カール・アルブレヒト、ロン・ゼンケ（2003）『サービス・マネジメント』ダイヤモンド社 
3 詳細は向山・崔（2009）p.91 を参照されたい。 





































































                                                        




















































































































































































                                                        


















































































































表 1－1 参入モードの特徴 
 構   成   要   素 
参入モード 統 制 経営資源の投入 ノウハウ等の流出リスク 
業務提携 低 い 小さい 大きい 
合弁事業 中程度 中程度 中程度 



















































































































表 1－2 Format と Formulaの識別 











Tesco Hypermarket Formula in UK 
Carrefour Hypermarket Formula in France 
企業・ 
進出先特定 
Tesco Hypermarket Formula in Taiwan 





























































表 1－3 小売業技術の国際移転に関する研究 
 対  象 動  因 類  型 



























知識の増殖 ① 知識活用型 
② 知識開発型 




















①  市場参入段階 
②  現地市場拡大段階 
③  グローバル合理化段階 







































































































可能（適用）                不可能（適応） 
マニュアル化の度合い 
技術依存型小売ノウハウ        管理依存型小売ノウハウ 
  Ⅰ 
（不完全適用プロセス） 














































































































































表 1－5 製造業と小売業における 4Pの比較 















































































































































































品方式、1980 年代に共同配送システム、POS システム、単品棚卸システム、1990 年代に

































































































































































































































                                                        
12 青木（2008）, pp.131-139 





15 金（2008）, pp.165-172 
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16 青木（2008）, pp.140－157 
17 宮下（2010）, p.120 









約 2,300 ドルだったものが、2012 年度には約 4,400 ドルまで増加（前年比 100.3％）した。ま























第 4節 中国小売業の発展と特徴 
                                                        
19 向山・崔（2009）, pp.205－230 
20 矢作（2007）及びセブン‐イレブン・ジャパン、セブン＆アイ HPによる。 
21 金（2008）, pp.144－145 
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1．コスト・リーダー    2．差別化 
シップ   
 
 
3A．コスト集中     3B．差別化集中 
競争優位 


































第 2節 中国における日米中小売企業の競争優位の比較 
１．価格の側面から 
 
表 3－1 北京における永輝超市、ウォルマート、イオン、イトーヨーカドーの価格比較 
 生 鮮 食 品  (単位：元／500g、包装品除く) 
 みかん リンゴ たまご きゅうり 長なす 鯉 
永輝超市 4.99※ 5.98 3.69※ 3.99 3.98 6.50 
ウォルマート 5.50 9.60 4.58 3.98 3.98 7.90 
イオン 5.90 9.90 10 包装 10.8 包装 4.8 包装 15.8 
イトーヨーカドー 5.99 12.0 9.5 包装 11.4 包装 ― 13.9 












永輝超市 18.0 11.3 4.80 ― 5.90 33.8 
ウォルマート 22.5 10.8 4.00 3.20 ― 32.9 
イオン 22.8 13.5 4.90 4.20 5.90 34.8 
イトーヨーカドー 22.0 12.0 4.90 3.80 6.60 37.5 
 生 活 用 品           （単位：元） 
 
心相印ティッシ







永輝超市 20.4 59.0 12.0 29.9 
ウォルマート 17.8 ― 11.4 29.5 
イオン 20.8 45.0 16.8 29.8 
イトーヨーカドー 21.6 58.8 12.8 ― 
















































図 3－1野菜コーナー              図 3－2日常用品コーナー 
  
 
図 3－3加工食品コーナー            図 3－4レジ      




図 3－5 B１Fのレイアウトおよび休憩・子供遊び場 
 
図 3－6野菜コーナー                図 3－7グロサリーコーナー 
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図 3－14 売り場に置かれた在庫商品     図 3－15 数多く設置されているレジ台 
 
























図 3－17農産品コーナー            図 3－18 カテゴリー別ラベル貼りレジ（行列） 
 
図 3－19「農超対接」による店頭の風景    図 3－20 グロサリーコーナー 
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 表 3－2 は消費者による 4 つの店舗への評価状況である。この評価は消費者による店
舗への全体的な評価であり、5 段階評価で行われている。5 つ星は非常に良い、4 つ星は










表 3－2 消費者からの全体的な評価状況 
 ☆☆☆☆☆ ☆☆☆☆ ☆☆☆ ☆☆ ☆ 合 計（人） 
イトーヨーカドー十
里堡店 
47 148 76 4 2 277 
17% 53% 27% 1% 1% 100% 
北京イオン国際商
城購物中心店 
116 309 168 21 26 640 
18% 48% 26% 3% 4% 100% 
ウォルマート 
昌平東関店 
14 49 15 1 1 80 
17% 61% 19% 1% 1% 100% 
上海ローソン 
133 674 286 18 9 1,120 
12% 60% 26% 2% 1% 100% 
上海好徳 
8 85 258 62 77 490 

















表 3－3 イトーヨーカドー、イオンとウォルマートの消費者からの評価の比較 
 商 品 環 境 サービス 
イトーヨーカドー十里
堡店 
91 94 92 
北京イオン国際商城
購物中心店 
92 94 90 
ウォルマート昌平東
関店 
81 77 65 
注： ウォルマート店舗への評価人数が少ないため、両店舗の評価した消費者の五つ星に 10 人、 





表 3－4 上海ローソンと上海好徳の消費者からの評価の比較 
 商 品 環 境 サービス 
上海ローソン 78 82 71 
上海好徳 71 74 54 



















































表 3－5 日本小売企業の競争優位の構成項目 






















表 3－6 中国における日本、アメリカ、現地小売企業の競争優位の比較 
項 目 評 価 
価格 安い 普通 高い 
☆ □ ○ 
清潔 綺麗 普通 よくない 
○ ☆ □ 
施設 充実 一部 なし 
○ ☆ □ 
接客 満足 普通 不満 
○ ☆ □ 
買い物の便利さ 良い 普通 良くない 
○ ☆ □ 
欠品 少ない 普通 多い 
○ ☆ □ 
品質 実施 一部 実施しない 
○ ☆ □ 
品揃え 多い 普通 少ない 








































































 表 3－7 の海外における日本小売企業の競争優位の評価基準に従い、成都イトーヨーカ
ドーにおける競争優位の達成状況および評価理由を記したのが表 3－8である。 
 
表 3－8 成都イトーヨーカドーの競争優位 
項  目 
























































表 3－9 上海ローソンの競争優位と本国事業の比較 
項 目 




清潔 ５ ４ 
混雑 加盟店の店舗面積
制限 































品質 ５ ４ 
























 北京イオンにおける競争優位の達成状況は表 3－10のようになる。 
 
表 3－10 北京イオンの競争優位 
項 目 












接客 ５ ４ 顧客を無視するケース
あり 
従業員教育の不足 























































































                                                        
25 本章の内容は、拙著「日米小売システムの比較―日本的小売システムの可能性―」『中京経営紀要』第 13
号を大幅に加筆修正したものである。 

































                                                        
27 日米構造協議とは、アメリカと日本の間で、日米貿易不均衡の是正を目的として 1989 年から 1990 年までの
























けの商品納入を 1日 3回まで増えた。トラック台数は 76％の大幅減、商品の納入頻度は 2
～3倍増となった。イトーヨーカドーも配送頻度を 1日 1回から 1日 2回にし、共同配送でト
ラック台数を 10分の 1に削減、物流コストが半減になったという。 
1982 年以前、イトーヨーカドーの発注通りに指定された商品が指定された期日に納入で












































































































































































当時、41 カ所の自社所有の DC、そして 2 カ所の食品配送センターによるロジスティックが
確立されていた。各店舗への配送は自給体制が確立され、配送車も全車自社保有のもの
であり、全商品の売上ベースの 80％が DC 経由で各店に供給されていた。なお、取扱品目
6 万品目の 90％は自社の配送センターで供給している。また、ベンダーから DC への納品
は店舗への配送帰り空車を再利用している。DC はケース単位のピッキングとパラ・ピッキ
ング方式を採用し、「クロス・ドッキング方式」35に基づく入荷即店別商品の仕分け配送体制























































                                                        


















































表 4－1 日米小売企業の利益構造の違い（1996年、1＄＝125円で計算） 
 イトーヨーカドー アメリカ（ＤＳ） 
在庫 572 億円 1 兆 9,871 億円 
総資産 7,869 億円 4 兆 9,505 億円 
在庫∕総資産 7％ 40％ 
在庫回転率 17 回 5 回 
 
坪当たり売上 330 万円 144 万円 
坪当たり粗利（粗利率） 99 万円（30％） 29 万円（20％） 
坪当たり経費（売上比） 83 万円（25％） 22 万円（16％） 





















 日本的小売システム アメリカ的小売システム 















1. 仕入行動 多頻度小口仕入 少頻度大口仕入（集中・計画仕入） 















7. 在庫管理 少量在庫（0 まで極力削減） 大量在庫 









11. 商品陳列 少量陳列 大量陳列 














16. 欠品受容率 設定しない（極力削減） 設定する（3％） 





18. 在庫回転率 高（17 回） 低（5 回） 
19. 販売管理費 高（25％） 低（16％） 
20. 粗利益率 高（30％） 低（20％） 
21. 店舗・ＤＣ開発 リース 自社所有 










































永輝超市は 2010 年 12 月に上海証券取引所に上場し、2012 年の中国チェーンストアラ
ンキング 13 位、快速消費品チェーンストアランキング 7 位にランクインした。表 4－3 は永
輝超市の営業収益状況である。 
                                                        
39 永輝超市の事例は著者が 2013 年 8 月に河北省張家口市永輝超市尚峰広場店に店舗見学し、2013 年 12
月、2014年 1 月に永輝超市張家口地区生鮮統括マネジャー趙氏への質問票調査、インタビュー調査によるも
のである。 








表 4－3 永輝超市の営業収益状況                      単位（億元） 
項  目 2012年度 2011年度 増減率 
営業収入 246 177 39% 
粗利益率 19.55% 19.25% 0.3% 
販売管理費用（率） 40（16%） 26（15%） 53% 
純利益 5 4.6 7.0% 
出所：永輝超市 HP 
 
表 4－4 2012年度各国を代表する小売企業の販管費率と粗利益率の比較 
 永輝超市 ウォルマート カルフール イトーヨーカドー 
販売管理費率 16% 16% 15% 26% 
粗利益率 20% 21% 21% 30% 
服装 29%、日用品
20%、生鮮 12% 
   
在庫回転日数 
（平均、日） 
39 41 39 27 












































                                                        
41 一部の商品は取引される量によってリベート制度がある。 






















販売業績 40%である。年末ボーナスもあり、一般的に 1－2 カ月の給料分となる。一部の商
品の販売員はメーカーから派遣された人員であり、賃金はメーカー負担となっている。昇進
には、一般従業員と管理人員（部門経理以上）の 2 種類の昇進試験を設け、空きがある限







いては、永輝超市は具体的な数字を設定していないが、生鮮食品の配送頻度は 1 日 1 回
に限られ、店長のみ発注権限を握っているため、品切れがよく発生している。それも集客の





表 4－5 イトーヨーカドー、ウォルマート、永輝超市三社経営活動の比較 





1. 仕入行動 多頻度小口仕入 少頻度大口仕入 少頻度大口仕入 




自社 DC 自社 DC 










7. 商品管理 単品管理 カテゴリー管理 カテゴリー管理 
8. 商品陳列 少量陳列 大量陳列 大量陳列 
9. 価格決定 交渉・変動値入率 コストプラス法・本部決定 本部決定 
10. 価格戦略 ハイ・ロー ＥＤＬＰ 低価格 











15. 在庫回転率 高（17 回） 低（5 回） 低（推測 5 回） 
16. 販売管理費 高（25％） 低（16％） 低（16％） 





18. 店舗開発 リース 自社所有を中心 リース 






























 契約にない新製品の販売に関するフィー（1 万元） 
 バーコード変更（1 万元 1 アイテム） 
 年 8 回のエンド陳列（1000 元 1店舗） 
 新店開店費用（5000 元） 
 情報料・システム利用料（2－3%） 
 非プロモーション時の特別陳列（1000 元） 





装費・管理費が 2000 元） 
 契約（取引）の継続（3－5 万元／1 店舗） 






















第 1節 小売企業の海外進出概観 
近年、世界の大手小売企業は積極的に海外進出している。各社の本国における売上成
長率が伸びない中、海外事業は各社の売上増大の牽引力となっている（表 5－1）。2011年
小売業売上上位 4 社のうち、ウォルマートとテスコは 10 カ国以上に進出し、海外事業の売










集中しており、日系小売企業の海外法人数 177 社中の約 7 割 122 社がアジアを中心に海
外事業を展開している（安, 2012）。かつては広域的な世界展開をめざした日系小売業であ
るが、現在では地域的な絞り込み（集中化）が進んでいるのである。要するに、現在の日本 






表 5－1 大手小売企業の海外進出状況（2011年） 
順
位 




地 域 数 
海外売上
比率 
1 ウォルマート アメリカ SＭ、SC、DS、 443,854 15 28.4 
2 カルフール フランス SC、DS 119,887 31 61.3 
3 テスコ イギリス SＭ、SC 93,765 11 32.6 
4 メトロ ドイツ CC、SC、DP 90,850 30 61.1 
5 シュワルツグループ ドイツ DS、SC 77,221 23 ― 
6 クローガー アメリカ SＭ 76,733 0 0.0 
7 コストコ アメリカ CC 69,889 7 ― 
8 アルディ ドイツ DS 67,709 14 ― 
9 ターゲット アメリカ DS 64,948 0 0.0 
10 ﾚｰﾍﾞ･ﾂｪﾝﾄﾗﾝ ドイツ SＭ 63,273 13 ― 
16 セブン＆アイ 日本 CVS、SC、SM、 52,508 16 30.6 
19 イオン 日本 SC、SM、CVS 49,021 10 5.4 
注： SC＝ショッピングセンター、総合小売業、DS＝ディスカウントストア、 
CC＝キャッシュ＆キャリー、会員制クラブ、CVS＝コンビニエンスストア 
DP＝百貨店、 SM ＝スーパーマーケット －＝不明 





















表 5－2 日本小売企業の中国への進出状況 
 中国大陸 香 港 
進出年 店舗数 撤退 進出年 店舗数 撤退 
【百貨店】       
伊勢丹 1993 4  1973  ● 
近鉄百貨店 1991  ●    
西武百貨店 1993  ● 1989  ● 
そごう 1998  ● 1985  ● 
大丸    1960  ● 
東急百貨店    1982  ● 
松坂屋    1975  ● 
三越 1989 1  1981  ● 
【総合スーパー】       
イオン 1996 55  1987 9  
イトーヨーカドー 1997 14     
西友 1996  ● 1990  ● 
ダイエー 1995  ●    
平和堂 1994 4     
マイカル 1998  ●    
ユニー    1987 1  
【食品スーパー】       
ニコニコ堂 1997  ●    
ヤオハン 1991  ●    
マックスバリュー 2012 3     
イオンスーパーマーケット ― 11  2005 6  
ヨークベニマル 2005 1     
【コンビニエンスストア】       
セブン・イレブン 2004 1,732     
ファミリーマート 2004 979     
ローソン 1996 367     
ミニストップ 2009 49     
【専門店】       
三城 1993 107  1990 １  
ユニクロ 2002 113  2005 16  












































表 5－3 適用・適応のハイブリッド・モデル 








      
      
      
      
      
      






      
      
      
      





      
      
      





      
      
      






      
      
      
      





      
      
      
      
Ⅶ地域社会との関係 
24. 寄付ボランティア活動 
      










































表 5－4 日本的小売システム国際移転モデル 
          移転度合 
移転項目 
完全移転（適用） 部分的移転 移転しない（適応） 








   
   
   
   
   
   










   
   
   
   
   
   
   
   






   
   
   
   












表 5－5 日本的小売システム国際移転モデルの各項目の内容 

































                                                        















   発、高回転商品（デイリー、グロサリー部門など）は 1 日に１回以上 
2：多頻度小口仕入システムの構築、高回転商品（デイリー、グロサリー部門など）は 1 日に１回以上 





























2：平均販売量の 2～3 倍多目に陳列 






























































第 1節 成都イトーヨーカドー45 
1 成都イトーヨーカドーの事業概要 
成都イトーヨーカドーは、1996年 12月にイトーヨーカドーによる 74%の出資で四川省成都
市に設立された。2012 年度、中国におけるイトーヨーカドーの店舗の平均売上は 81 億円、
成都イトーヨーカドーに限れば平均売上は 160億円となり、中国ウォルマートの 22億円、カ
ルフールの 31 億円に大差をつけている46。成都イトーヨーカドーの 5 店舗の売上はイトーヨ
ーカドーの海外全売上の67%にも達している。そのうち、成都双楠店はイトーヨーカドー全店 
 
表 6－1 成都イトーヨーカドーの店舗一覧 
店舗名 開業時間（年） 業態 営業面積等 
春熙店 1997 GMS 6F（－1F～5F）、営業面積 1.7 万平
方、無料駐車場 150台 
双楠店 2003 GMS 5F（1F～5F）、営業面積 4.2万平方、
無料駐車場 600台 
錦華店 2007 GMS 5F（－1F～4F）、営業面積 3 万平
方、無料駐車場 1,290台（共同） 




GMS 5F（－1F～4F）、営業面積 5万平方 
温江店 2014、1 
予定 
GMS 4F（－1F～3F）、営業面積 2.3 万平
方 
出所：成都イトーヨーカドーHPを参考に筆者作成 
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に、1 つの枝に 2 つの果実、糖度を一定以上のレベルに維持する必要があるという条件を















「物流システム」は、商品調達の効率を図るため、1999 年 10 月に、従来の 3 カ所の TC




























































































表 6－2 成都イトーヨーカドーにおける小売システム移転状況のまとめ 
   項  目 評 価 理  由 
Ⅰ商品調達 
1． 仕入行動 3 
仕入れる商品の価格ではなく商品そのものに重
視、食品部門の配送頻度 1日 2回（日本と同様） 
2． 取引ルート 3 卸企業経由（85%以上の商品） 
3． 物流システム 2 納品時間、数量、頻度確保のため、自社 DC設置 
4． 取引関係 2 
長期的な取引関係の維持、メーカーにとって監督
役としての存在 
5． 取引条件 2 一部のリベート制度の受け入れ 
6． 在庫管理 2 少量在庫、店舗側に在庫管理の責任 
Ⅱ商品販売 
7． 商品管理 3 POSシステムの導入、データー活用 
8． 商品陳列 2 生鮮食品の多め陳列 
9． 価格決定 2 現地卸企業経由の商品への価格交渉困難 
10． 価格戦略 3 
曜日、特売、時間帯値引販売などのハイ・ロー価
格戦略 
11． サービス 3 
商品の品質、接客、買い物環境などの付帯サー
ビスに注力 
12． 品質保証 3 
取引先へ品質点検、販売現場での品質コントロ
ール活動 
13． 欠品受容率 3 設定しない、極力回避 




15． 店舗開発 3 物件賃貸 
16． 雇用形態 2 政府政策による 3年契約制 
































第 2節 上海ローソン50 
1 上海ローソンの事業概要 
ローソンは日本国内の全都道府県へ出店を達成している唯一のコンビニエンスストア企






                                                        
50
 上海ローソンの事例は、2012年12月に行った上海華聯羅森有限公司（上海ローソン本部）、直営店1店舗、
加盟店 1 店舗（杭州 1 号店）へのインタビュー調査によるものである。 
 99 
時、ローソン側は70%の出資で、現地パートナーの「上海百聯集団」は30%の出資であった。






表 6－3 ローソンの店舗一覧（2012年 4月） 
出店地域 設立時期 店舗数 
日 本 1975 10,457 
中 国   
  上 海 1996 319 
  重 慶 2010 41 
  大 連 2011 5 
  杭 州 2012 2 
インドネシア 2007 15 
ハワイ 2012 2 
出所：ローソンＨＰを参考に筆者作成 
 
表 6－4上海ローソンの経営状況                   （単位：百万円） 
 2012．12 2011．12 2010.12 2009.12 2008.12 
営業総収入 903 4,917 5,402 6,313 6,670 
営業利益（損失） （574） （283） 15 2 13 
当期純利益（損失） （2,034） （443） 25 5 22 
店舗数 305 314 317 300 300 
出所：ローソン HP 
  
上海ローソンは、2004 年に黒字経営を達成した。店舗数は 2005 年に 200 店舗に上り、
2008年に 300店舗に上ったが、現在まで 300店舗のままである52。表 6－4は上海ローソン
の業績状況である。2011 年、2012 年の赤字状況については、2011 年の現地子会社の資
本変動、統括会社の設立に伴い、計算の方式が変り、営業収入は FC 店舗を除いた直営
                                                        






52 上海ローソンは 2005 年に 200店舗達成し、2008 年までには 300 店舗のまま計画通りには実現できていな



























が開発し、食品協力メーカーの専用工場で生産を行い、毎週に 1 種類以上、年 50%の更新
率で商品を調整している。飲料は主にサントリー、キリンなどの日系ブランド商品を扱い、
キャンペーンや特売などの活動をメーカー（日系）と共同で行っている。ただし、新製品の開





                                                        
53 2013年 6 月に行ったローソン IR室担当者への電話インタビューによるものである。 
54 ローソン HPによる。 
 101 
行った。おにぎり、サンドイッチ、弁当、おでんなどの現地商品と差別化できる主力商品を




















度物流センターに集められた商品は各店舗に 1 日 4 回の頻度で配送されている。4 回とは
温度帯によって分けられており、①常温（雑貨や雑誌）、②冷蔵と冷凍温度帯（一日に 2回）、





















































「品質保証」については、2002 年 8 月から販売許容日数制度を導入した。弁当は店頭陳













































まず「店舗開発」について、2004 年 6 月から中国政府がフランチャイズ（FC）規制を撤廃
したことによって、FC 方式による出店が加速している。FC 店舗の物件は加盟者が提供し、
設備、物流配送、店舗経営指導は上海ローソンが提供する。その他の経費は加盟者が負





















表 6－5 上海ローソンにおける小売システム移転状況のまとめ 
   項  目 評 価 理  由 
Ⅰ商品調達 
1． 仕入行動 3 
主力商品の日本食品の日系関連メーカーとの共同
開発、配送頻度 1日 4回 
2． 取引ルート 3 卸売企業経由(NB商品) 
3． 物流システム 3 日系流通企業にアウトソーシング 
4． 取引関係 3 
PB商品・日本ブランド商品は日系関連企業、NB商
品はパートナーの仕入ルート利用 
5． 取引条件 2 一部のリベート制度の受け入れ 
6． 在庫管理 3 少量在庫 
Ⅱ商品販売 
7． 商品管理 3 POSシステムの導入、データー活用 
8． 商品陳列 3 少量陳列 
9． 価格決定 2 
パートナーの仕入ルートを利用し、その価格、仕入
条件に従い 
10． 価格戦略 3 日系メーカーとの連動で特売 
11． サービス 2 加盟店の接客の悪さ 
12． 品質保証 3 
取引先に品質管理部門の設置、販売現場での
厳しい鮮度管理 
13． 欠品受容率 2 設定しない、マーケッティングの手段として利用 




15． 店舗開発 3 物件賃貸 
16． 雇用形態 2 政府政策による 3年契約制 
17． 評価・賃金制度 3 年功要素、半年毎に賃金評価 
18．教育訓練 2 
日本の教育制度の導入、加盟店舗への指導不足 



















界の小売業ランキングでも 13位をマークした（表 6－6）。2013年現在、イオンは傘下に 250
社以上を擁する巨大な企業グループになっている。 
 
表 6－6 イオンの営業収益状況 
主要事業 
営業収益 
2012.2 2013．2 増減（%） 
GMS事業 2兆 6,144億円 2兆 6,643億円 +1.9 
SM 事業  1兆 2,224億円 1兆 4,807億円 +21.1 
中国事業  1,027億円 1,129億円 +10.0 
アセアン事業  870億円 1,032億円 +18.6 
その他の事業  略 略 略 
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本金は 1 億人民元であり、イオンの独資海外子会社である。北京イオンは現在 5店舗を展
開している（表 6－7）。その内、北京の国際商城購物中心の売上は中国全店舗の第 5 位、
朝陽大悦城店は第 10位になっている。 
 




国際商城購物中心 2008 SC 北京、郊外型、敷地面積 15 万平方、
1F－3F、商業面積9万平方、無料駐車
場 3,000台 
朝陽大悦城店 2010 GMS 北京、物件オーナーからの経営方針
転換により、2012 年に B1F－4F の売
場を B1Fに切替、無料駐車場共用 
天津泰達購物中心 2010 SC 郊外型、敷地面積 10 万平方、無料駐
車場 2,500台 
天津中北店 2012 SC 郊外型、敷地面積 16.3 万平方、建築
面積 12.5万平方、無料駐車場 3,700台 
天津梅江店 2013、11 SC 郊外型、敷地面積 13.2 万平方、商業
面積 9.1万平方、無料駐車場 2,600台 
天津武清店 2014、予定 SC 郊外型、敷地面積 14.4 万平方、建築
面積 10.2万平方、無料駐車場 3,200台 
燕郊購物中心 2014、予定 SC 河北、北京近郊、郊外型、 









































送は 1日 1回である。北京イオンの商品回転率は、一般的に生鮮食品は 7日以内、グロー











































                                                        
























































に 2回の昇進試験があるが、大まかに 2－3年の勤務で部門主管（組長、月給約 4,000元）、

























表 6－8 北京イオンの小売システム移転状況のまとめ 




同開発なし、配送頻度 1日 1回 
2．取引ルート 3 現地卸売企業経由(NB商品) 
3．物流システム 3 現地卸売企業に依頼 
4．取引関係 2 単なる仕入先の関係 
5．取引条件 2 一部のリベート制度の受け入れ 
6．在庫管理 2 大量在庫 
Ⅱ商品販売 
7．商品管理 3 POSシステムの導入、データー活用 
8．商品陳列 2 生鮮食品の大量陳列 
9．価格決定 2 地場卸企業から仕入、その価格、仕入条件に従い 
10．価格戦略 2 NBのハイ・ロー価格戦略、PB商品による EDLP 









15．店舗開発 1 自社開発 
16．雇用形態 2 政府政策による契約制、パート、アルバイトの採用 
17．評価・賃金制度 2 職務対応賃金制度 
18．教育訓練 3 日本の教育制度の導入 
合   計        43/54 
出所：筆者作成 
 113 































                                                        
58 企業が海外に直接投資をする理由として、ハイマーの競争優位性理論では企業の所有優位性を、ダニング
の折衷理論では所有特殊性的優位、立地特殊性的優位、内部化インセンティブの 3 つを強調している（吉原, 
2002）。 







































































































清  潔 買い物の便利さ 
 115 





 成都イトーヨーカドー 上海ローソン 北京イオン 
清潔 5 4 4 
施設 5 4 5 
接客 5 3 4 
買い物の便利さ 5 5 4 
欠品 5 4 4 
品質 4 4 4 
品揃え 3 5 5 
























表 7－2 中国における日本小売企業三社の小売システムの移転状況 
 成都イトーヨーカドー 上海ローソン 北京イオン 
Ⅰ 商品調達 14/18 （78%） 17/18 （94%） 13/18 （72%） 
1．仕入行動 3 3 2 
2．取引ルート 3 3 3 
3．物流システム 2 3 2 
4．取引関係 2 3 2 
5．取引条件 2 2 2 
6．在庫管理 2 3 2 
Ⅱ 商品販売 22/24 （92%） 21/24 （88%） 21/24 （86%） 
7．商品管理 3 3 3 
8．商品陳列 2 3 2 
9．価格決定 2 2 2 
10．価格戦略 3 3 2 
11．サービス 3 2 3 
12．品質保証 3 3 3 
13．欠品受容率 3 2 3 
14．売場・商品構成 3 3 3 
Ⅲ 組織管理 11/12 （92%） 10/12 （83%） 8/12 （67%） 
15．店舗開発 3 3 1 
16．雇用形態 2 2 2 
17．評価・賃金制度 3 3 2 
18．教育訓練 3 2 3 

















































































































































































































































































































































































































































訪問会社・店舗名 訪問時間 訪問内容 
イオンモール新瑞橋店 2012、6 グローサリー部マネージャーインタビュー
調査 
セブン-イレブン三吉四丁目店 2012、9 店長インタビュー調査 







上海ローソン本部 2012、12 市場部担当者インタビュー調査 
杭州ローソン一号店 2012、12 店長インタビュー調査 
杭州ローソン二号店 2012、12 店長インタビュー調査 
日本ローソン本社 2013、6 IR室担当者電話インタビュー調査 
張家口市永輝超市尚峰広場店 2013、8 店舗見学 
北京イオン本部 2013、8 運営管理部担当者インタビュー調査 
張家口市永輝超市 2013、12 地域生鮮統括マネジャー質問票調査 
北京イオン朝陽大悦城店、 2014、1 店舗見学 




ウォルマート朝陽店 2014、1 店舗見学 
永輝超市北京駅店 2014、1 店舗見学 
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